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高松市監査委員告示第２０号 

 

 定期監査結果に基づき，措置を講じた旨の通知があったので，地方自治法第

１９９条第１２項の規定により，次のとおり公表します。  

 

  平成２４年８月１５日  

 

高松市監査委員   吉   田   正   己  

同               山 下   稔  

同               妻 鹿 常 男  

同               西 岡 章 夫  

         

定期監査結果に基づく措置通知について   

 

第１   定期監査で指摘した事項に対する措置内容等  

対 象 部 局  都市整備局道路課  

措 置 通 知 日  平成２４年３月２９日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

適正な契約書を作成すべきもの 

 

香川県 緊急雇 用創 出 基金事 業交通

量調査業務委託契約書では，高松市個

人情報保護条例および別記「個人情報

取扱特記事項」を遵守する旨の規定が

あるものの，同契約書には「個人情報

取扱特記事項」が添付されていないの

で，今後，同種の契約を締結する場合

には，「個人情報を取り扱う事務を実

施機関以外の者に委託する場合の留

意事項等」に基づき，適正な契約書を

作成されたい。  

 

 

適正な契約書の作成については，平

成２３ 年１２ 月１ 日 付けで 同契約書

に「個人情報取扱特記事項」を添付す

るように改めた。 

 

対 象 部 局  教育局総務課新設統合校整備室  

措 置 通 知 日  平成２４年４月２日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  
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単価契 約に係 る執 行 伺を適 正に作

成すべきもの 

 

 文書法制事務の手引の第２章第２

節第７項では，単価契約に係るもの

は，実施・見積徴取決裁と単価契約締

結決裁の両決裁をもって執行伺とす

る旨規定されているが，平成２２年度

塩江地区学校統合広報誌「しおのえ学

校づくりだより」塩江地区仕分け配送

業務に係る執行伺については，実施・

見積徴取決裁と単価契約締結決裁に

分けずに決裁を受けているので，今

後，同種の契約を締結する場合には，

適正に事務処理されたい。  

 

 

 

単価契約等に係る「しおのえ学校づ

くりだより」塩江地区仕分け配送業務

の執行伺については，平成２４年３月

から，実施・見積徴取決裁と単価契約

締結決裁を分けて，適正な事務処理を

した。 

 

対 象 部 局  市民政策局人権啓発課  

措 置 通 知 日  平成２４年４月２日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

市内出 張命令 の事 務 処理を 適正に

すべきもの 

 

職員が市内出張をする場合は，高松

市職員服務規程第１４条第２項の規

定により，事前に市内出張命令簿によ

る決裁を受けなければならないが，委

託業務等に係る検収に伴う市内出張

について，市内出張命令簿による決裁

を受けていないものが見受けられた

ので，今後は，同項の規定により決裁

を受けられたい。 

 

 

 

平 成２ ３年 ６月 ５日に 実施 した 第

６回人権フェスティバルｉｎたかま

つ会場設営業務委託に係る検収に伴

う市内出張について，市内出張命令簿

による決裁を受け，適正な事務処理を

行った。 

委託業 務の完 了お よ び検収 に係る

事務処理を適正にすべきもの 

 

高松市 契約事 務処 理 要綱 第 ８３条

では，契約者は，工事等が完了したと

きは書面により遅滞なく 市長に届け

出なければならないと規定しており，

また，高松市契約規則第３０条第２項

では，検収員は契約書その他の関係書

類に基づいて検収を行うことと規定

しているが，平成２１年度高松市同和

対策団体委託事業については，完了の

届出および検収がなされていないの

で，今後は，これらの規定により，完

了届を提出するよう指導するととも

に，検収調書を作成し，適正な検収事  

 

 

 

 委託業務の完了および検収につい

ては，平成２３年度高松市人権相談事

業委託において，完了届の提出を受け

て検収調書を作成し，適正な事務処理

を行った。 
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務を行われたい。  

 

対 象 部 局  上下水道局給排水設備課  

措 置 通 知 日  平成２４年４月１２日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

業 務 委託 契約 の個 人情 報 の取 扱 い

を適正にすべきもの 

 

高 松 市浄 化槽 整備 推進 事 業に 伴 う

小型合併処理浄化槽保守点検・清掃業

務委託契約については，契約書に秘密

保持および受託者の 個人情報保護に

関する条項が盛り込 まれていないの

で，今後，同種の契約を締結しようと

する場合には，「個人情報を取り扱う

事務を実施機関以外 の者に委託する

場合の留意事項等」に基づき，個人情

報が適正に取り扱われるよう，契約条

項を改められたい。 

 

 

 

 業務委託契約の個人情報 の取扱い

については，平成２４年４月１日付け

で契約書に秘密保持および受託者の個

人情報保護に関する条項を盛り込み，

適正に改めた。 

 

対 象 部 局  教育局文化財課  

措 置 通 知 日  平成２４年４月１７日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

特定の 随意契 約に 係 る公表 をすべ

きもの 

 

地方自 治法施 行令 第 １６７ 条の２

第１項第３号の規定により随意契約

を行う場合は，高松市契約規則第１７

条の３の規定および平成２０年３月

１０日付け高監号外財産活用課長・監

理課長通知「障害者支援施設等からの

物品の買入れ，役務の提供を理由とす

る随意契約の手続きについて」によ

り，契約内容等を公表しなければなら

ないが，讃岐国分寺跡・讃岐国分尼寺

跡・六ツ目古墳除草等業務委託に係る

社 団 法 人 高 松 市 シ ル バ ー 人 材 セ ン  

ターとの契約については，公表が行わ

れていないので，今後，同種の契約を

締結する場合には，適正に事務処理さ

れたい。 

 

 

 

特 定の 随意 契約 に係る 公表 につ い

ては，平成２３年度から文化財課ホー

ムページで公開するように改めた。 
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対 象 部 局  都市整備局河港課  

措 置 通 知 日  平成２４年４月２５日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

業務委 託契約 に係 る 適正な 仕様書

を作成すべきもの  

 

平成２ ２年３ 月１ ９ 日およ び２３

年３月２４日付け高契号外財務部長

通知「契約事務等の取扱いについて

（通知）」により，業務委託について

は，適正な労働条件の確保の観点か

ら，その仕様書に労働関係法規の遵守

および適正な雇用条件の確保につい

ての事項を加えなければならないが，

平成２２年度および２３年度高松市

河港課管理スクリーン，ポンプ場清掃

業務委託契約の仕様書には，これらの

事項が盛り込まれていないので，今

後，同種の契約を締結しようとする場

合には，適正な仕様書を作成された

い。 

 

 

 

高松市河港課管理スクリーン，ポン

プ場清掃業務委託契約に係る仕様 書

については，平成２４年度から労働関

係法規の遵守および適正な雇用条件

の確保に関する事項を加えた。 

業務委 託契約 の遅 延 利息を 適正な

利率で約定すべきもの  

 

高松市 契約規 則第 ３ ５条に 規定 す

る契約の履行遅延に対する遅延利息

の率は，平成２２年４月１日から，年

３．６パーセントから年３．３パーセ

ントに変更されているにもかかわら

ず，生島水門外３水門点検業務委託契

約書および杣場川水門外３水門点検

業務委託契約書の条項のうち，履行遅

滞に係る条項の遅延利息の率は，変更

前のもので約定されているので，今

後，同種の契約を締結しようとする場

合には，同条の規定により，適正な率

で約定されたい。  

 

 

 

業 務委 託契 約 の 遅延利 息の 利率 に

ついては，平成２３年１１月１８日以

降の同種業務に係る委託契約におい

て，高松市契約規則第３５条に規定す

る適正な率にて約定することとした。 

 

対 象 部 局  教育局文化財課  

措 置 通 知 日  平成２４年５月１日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

業 務 委 託 契 約 に お け る 監 督 員 任 命

手続を適正にすべきもの 

 

業 務 委 託 契 約 に お い て 監 督 員 を 任

命するときは，高松市事務決裁規程第

４条第１項，第５条第１項および別表 

 

 

 

監督員の任命については，平成２４

年度から契約に係る見積徴取伺決裁

上で監督員を定め，任命手続を行うこ 
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第１人事の表第２項の規定により，主

管課長ま での 決裁を 受けなけ ればな

らないが，高松市歴史資料館古文書解

読業務委託については，契約書に監督

員の職務 を盛 り込ん でいるに もかか

わらず，監督員の任命の決裁を受けて

いないので，今後は，契約に係る執行

伺決裁上 で監 督員を 定めるな ど任命

手続を適正に行われたい。 

ととした。 

 

対 象 部 局  上下水道局財務管理課  

措 置 通 知 日  平成２４年５月９日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

業 務 委 託 契 約 に 係 る 適 正 な 仕 様 書

を作成すべきもの 

         

平 成 ２ ３ 年 ３ 月 ２ ４ 日 付 け 高 契 号

外財務部長通知「契約事務等の取扱い

について（通知）」により，業務委託

については，適正な労働条件の確保の

観点から，その仕様書に労働関係法規

の遵守お よび 適正な 雇用条件 の確保

について の事 項を加 えなけれ ばなら

ないが，高松市上下水道局無線設備保

守点検業 務委 託契約 および高 松市上

下水道局 塵芥 収集処 理業務委 託契約

の仕様書には，これらの事項が盛り込

まれていないので，今後，同種の契約

を締結しようとする場合には，適正な

仕様書を作成されたい。  

 

 

 

業務委託契約に 係る 仕様書の作成

については，平成２４年度から，労働

関係法規の遵守および適正な労働条

件の確保についての事項を加えた。 

 

対 象 部 局  上下水道局下水道施設課  

措 置 通 知 日  平成２４年５月１５日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

行 政 財 産 の 目 的 外 使 用 許 可 に 係 る

事務処理を適正にすべきもの 

 

行 政 財 産 の 目 的 外 使 用 に 係 る 使 用

料を免除する場合は，高松市行政財産

の目的外 使用 に関す る使用料 条例第

５条に規 定す る免除 すること ができ

ると認め る理 由を使 用許可伺 決裁に

明記しなければならないが，平成２２

年度の東 部下 水処理 場および 牟礼浄

化苑の自動販売機，東部下水処理場の

運動用地 およ び放流 渠用地に 係る使

用許可については，使用料を免除して 

 

 

 

行政財産の目的 外使 用に係る使用

料の免除については，平成２４年度の

継続使用許可伺決裁において，その理

由を明記した。 

また，ケーブルテレビ・光ブロード

バンドサービス用サブセンター局舎

に係る使用許可については，平成２４

年度の継続使用許可伺決裁において，

連帯保証人を立てさせない理由を明

記した。 
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いるにもかかわらず，同使用許可伺決

裁に，そ の理 由を記 載してい ないの

で，今後，同種の決裁を受ける場合は，

その理由を決裁に明記されたい。  

また，使用許可申請書に連帯保証人

の連署をさせない場合は，高松市公有

財産事務 取扱 規則第 ２６条第 ２項た

だし書に 規定 する必 要がない と認め

る理由を 使用 許可伺 決裁に明 記しな

ければならないが，ケーブルテレビ・

光ブロー ドバ ンドサ ービス用 サブセ

ンター局 舎に 係る使 用許可に ついて

は，連帯保証人を立てさせていないに

もかかわらず，同使用許可伺決裁に，

その理由 を記 載して いないの で，今

後，同種の決裁を受ける場合は，その

理由を決裁に明記されたい。 

 

 

対 象 部 局  上下水道局浄水課  

措 置 通 知 日  平成２４年５月２１日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

薬 品 の 購 入 に 係 る 事 務 処 理 を 適 正

にすべきもの  

 

平 成 ２ ３ 年 度 に 後 川 お よ び 一 ツ 内

浄水場で 使用 した薬 品の購入 につい

ては，購入頻度や総購入額に照らし，

単価契約を締結すべきところ，一回当

たりの購 入金 額が尐 額 である ことか

ら，必要の都度発注簿により発注して

いるので，今後，同様の薬品の購入に

当たっては，契約方法を見直し，適正

な事務処理をされたい。 

 

 

 

後川浄水場およ び一 ツ内浄水場で

使用する薬品（水道用次亜塩素酸ナト

リウム，水道用ポリ塩化アルミニウ

ム）については，平成２４年度から仕

様書に基づき見積徴取を行い，薬品ご

とに単価契約し，月ごとに支払処理を

するように改めた。 

 

 

対 象 部 局  教育局生涯学習課尐年育成センター  

措 置 通 知 日  平成２４年５月２１日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

業 務 委 託 契 約 の 検 収 に 係 る 事 務 処

理を適正にすべきもの 

 

高 松 市 契 約 規 則 第 ３ ０ 条 第 ２ 項 の

規定では，検収員は，物件の買入れそ

の他の契 約に ついて その給付 が完了

したときは，契約書その他の関係書類

に基づいて，当該給付の内容および数

量につい て検 収を行 わなけれ ばなら

ないとし，同条第５項の規定では，検 

 

 

 

 高松地域小・中・高等学校校外特別

補導事業および高松市緊急指導対策

事業委託契約の検収に係る事務処理

については，平成２３年度の委託契約

に係る履行確認から，検収員が,契約

書その他の関係書類に基づき，当該給

付の内容および数量について検収 を 
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収員は，検収をしたときは，検収調書

を作成し，市長に提出しなければなら

ないとしているが，平成２２年度高松

地域小・中・高等学校校外特別補導事

業委託契 約お よび 高 松市緊急 指導対

策事業委託契約については，受託者か

ら実績報告書が提出された際に，その

履行に係 る検 収調書 を作成し ていな

いので，今後，同様の契約を締結した

場合には，契約業務の履行後に適正な

検収を行われたい。 

行うとともに，検収調書を作成し，適

正な事務処理を行った。 

 

 

対 象 部 局  消防局総務課  

措 置 通 知 日  平成２４年５月２９日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

普 通 財 産 の 貸 付 けに係 る 事 務 処 理

を適正にすべきもの 

 

高 松 市 文 書 規 程 第 １ ６ 条 お よ び 別

表第２管財の項第５号では，普通財産

の貸付け に係 る事案 の決裁に ついて

は，財産活用課長等の審査を受けなけ

ればならないが，普通財産である旧北

部分団千 代橋 消防屯 所敷地内 に設置

されてい る電 柱に係 る貸付決 定伺決

裁では， その 審査を 受けてい ないの

で，今後，同様の決裁を受ける場合に

は，同規定に基づき，適正に事務処理

されたい。 

また，当該決裁に添付されている普

通財産借受願には，高松市公有財産事

務取扱規 則第 ２７条 第２項の 規定 に

より準用 され る第２ ６条第２ 項ただ

し書の規 定に より連 帯保証人 を立て

させていないにもかかわらず，同決裁

には,連帯保証人を立てさせない旨の

明記がなく，かつ，同項ただし書に規

定する必 要が ないと 認めた理 由も明

記していないので，今後，連帯保証人

を立てさせない場合には，これらの事

項を決裁に記載されたい。 

 

 

 

普通財産の貸付 けに 係る事案の決

裁および連帯保証人の取扱いについ

ては，高松市文書規程および高松市公

有財産事務取扱規則に基づき ，平成 

２４年度から適正な事務処理をした。 

行 政 財 産 の 目 的 外 使 用 許 可 に 係 る

事務処理を適正にすべきもの 

 

行 政 財 産 使 用 許 可申請 書 に 連 帯 保

証人の連署をさせない場合は，高松市

公有財産 事務 取扱規 則第２６ 条第２

項ただし 書に 規定す る必要が ないと

認める理 由を 使用許 可伺決裁 に明記 

 

 

 

行政財産の目的 外使 用 許可に係る

決裁および連帯保証人の取扱いにつ

いては，高松市事務決裁規程，高松市

文書規程および高松市公有財産事務

取扱規則に基づき ，平成２４年度か 
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しなければならないが，高松市香川分

団４部東 谷消 防屯所 敷地内お よび八

王子団地 防火 水槽敷 地内の電 柱に係

る行政財 産使 用許可 申請書に ついて

は，連帯保証人を立てさせていないに

も か か わ ら ず ,同 使 用 許 可 伺 決 裁 に

は，その根拠規定および理由を記載し

ていないので，今後，同種の決裁を受

ける場合は，これらの事項を決裁に明

記されたい。 

ま た ， 行 政 財 産 の目的 外 使 用 許 可

（内容変 更を 伴わな い延長ま たは更

新の場合を除く。）に係る事案の決裁

については，高松市事務決裁規程別表

第１管財 およ び用品 の表第２ 項の規

定に基づ き部 長決裁 を受ける ととも

に，高松市文書規程第１６条および別

表第２管 財の 項第１ 号の規定 に基づ

き,財産活用課等の審査を受けなけれ

ばならないが，同許可伺決裁では，こ

れらの審 査を 受けて いないの で ，今

後，同種の決裁を受けようとする場合

には，関係諸規定に基づき，適正に事

務処理されたい。 

ら適正な事務処理をした。 

行 政 財 産 の 目 的 外 使 用 許 可 お よ び

普通財産 の貸 付けに 係る事務 処理を

適正にすべきもの 

 

高 松 市 文 書 規 程 第 １ ６ 条 な ら び に

別表第２ 管財 の項第 １号およ び第５

号では，内容変更を伴う行政財産の目

的外使用 許可 の更新 および普 通財産

の貸付けについては，財産活用課長等

の審査を受けなければならないが，平

成２１年 度電 柱敷地 の使用承 認伺決

裁では， その 審査を 受けてい ないの

で，今後，同種の決裁を受ける場合に

は，同規程に基づき，適正に事務処理

されたい。 

また，当該決裁に添付されている行

政財産使 用許 可申請 書および 普通財

産借受願には，高松市公有財産事務取

扱規則第 ２６ 条第２ 項ただし 書およ

び第２７ 条第 ２項に 規定する 連帯保

証人の記載がないにもかかわらず，同

決裁には 連帯 保証人 を立てさ せない

旨の根拠 規定 および 理由が記 載され

ていないので，今後，同種の決裁を受

ける場合は，これらの事項を決裁に明

記されたい。 

 

 

 

 

 行政財産の目的外使用許可および

普通財産の貸付けに係る 決裁につい

ては，高松市事務決裁規程および高松

市文書規程に基づき，平成２４年度か

ら適正な事務処理をした。 

 また，連帯保証人の取扱いについて

は，高松市公有財産事務取扱規則に基

づき，平成２４年度から適正な事務処

理をした。 
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公 有 財 産 管 理 に 係 る 事 務 処 理 を 適

正にすべきもの 

 

平 成 ２ １ 年 度 に お い て 使 用 許 可 の

更新が必 要な 古高松 消防分団 第２部

消防屯所 ほか １件に 係る電柱 等の２

次使用許可については，申請者から使

用許可申 請書 が提出 されてい るにも

かかわらず，何ら処分が行われていな

いので，今後においては，所管する財

産の管理 につ いて適 正な事務 処理の

徹底を図られたい。 

 

 

 

使用許可の更新 が必 要な電柱等の

２次使用許可については，平成２４年

度から適正な事務処理をした。 

適正な仕様書を作成すべきもの 

 

平 成 ２ ０ 年 度 消 防用設 備 等 点 検 保

守業務委託に係る仕様書では，点検保

守業務は「消防法施行規則の規定に基

づき，消防用設備等の種類及び点検内

容に応じて行う点検の期間，点検の方

法並びに 点検 の結果 について の報告

書の様式を定める件（昭和５０年４月

１日消防庁告示第３号）」により行う

としているが，同告示は，「消防法施

行規則の規定に基づき，消防用設備等

又は特殊 消防 用設備 等の種類 及び点

検内容に応じて行う点検の期間，点検

の方法並 びに 点検の 結果につ いての

報告書の様式を定める件（平成１６年

消防庁告示第９号）」の制定に伴い廃

止されているので，今後，同様の契約

を締結する際には，適正な仕様書を作

成されたい。 

 

 

消防用設備等点 検保 守業務 委託に

係る仕様書については，平成２４年度

から適正な仕様書を作成した。 

 

委 託 契 約 書 の 仕 様 書 を 適 正 に 作 成

すべきもの 

 

北 第 １ 梯 子 車 の 車 検 委 託 契 約 に お

いては，必要な整備を示した業者から

の見積書が，見積徴取伺決裁に添付し

ている仕 様書 と内容 が異なっ ている

にもかかわらず，そのまま委託契約を

締結しているため，作業内容と契約内

容に差異が生じているので，今後にお

いては，契約書の仕様書と作業内容が

合致する よう 適正に 事務処理 された

い。 

 

 

 

車検委託契約においては，平成２３

年度から委託契約書の仕様書と作業

内容が合致するよう適正に事務処理

をした。 

保 険 料 の 歳 出 戻 入 に 係 る 事 務 を 適

正にすべきもの 

 

高松市会計規則第３６条では，歳出

の過払をした場合，返納金はその支出 

 

 

 

歳出の戻入においては，平成２３年

度から支出した歳出科目に戻入する 
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をした歳 出科 目に戻 入しなけ ればな

らないと規定しているが，平成２０年

度三木救 急２ 号車の 自動車共 済解約

に伴う返戻金を，同年度の歳出である

にもかかわらず，歳入科目である雑入

として受け入れており，支出をした歳

出科目に戻入していないので，今後に

おいては，適正に事務処理されたい。 

よう適正に事務処理をした。 

支 出 命 令 に 係 る 事 務 処 理 を 適 正 に

すべきもの 

 

高松市契約規則第３２条は，契約代

金は，検収調書に基づかなければ支払

をしてはならないとし，また，同条た

だし書で は， 契約金 額が尐額 であっ

て，検収調書を作成する必要のないも

のは，検収を行った日を財務会計シス

テムに記録し，当該検収に当たった職

員が支出 命令 時にそ の記録を 承認す

ることによって，これに代えることが

できると規定しているが，平成２２年

度安全運 転管 理者講 習手数料 および

平成２３ 年度 副安全 運転 管理 者講習

手数料に係る支出命令では，検収者の

承認を受けていないので，今後，同規

定により適正に事務処理されたい。 

 

 

 

検収調書を作成 する 必要のないも

のにおいては，平成２４年度から検収

日を財務会計システムに記録し，検収

に当たった職員が支出命令時に その

記録を承認するよう適正に事務処理

をした。 

 

対 象 部 局  財政局財産活用課  

措 置 通 知 日  平成２４年６月１１日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

消 防 用 設 備 等 の 定 期 点 検 を 適 正 に

実施すべきもの 

 

消防用設備のうち消火器具，屋内消

火栓設備 およ び自動 火災報知 設備の

定期点検は，消防法等で６月ごとに外

観・機能点検を実施することとなって

いるが，職員住宅の消防用設備等点検

結果報告書をみると消火器具，屋内消

火栓設備 およ び自動 火災報知 設備の

外観・機能点検を年１回しか実施して

いないので，規定に基づき適正に点検

されたい。 

 

 

 

消防法等による 職員 住宅の消防用

設備等の定期点検については，平成 

２２年度から外観点検・機能点検を年

２回実施し，規定に基づき適正な点検

を行うよう改めた。 

仕 様 書 を 作 成 し 業 者 に 提 示 す べ き

もの 

 

土地調査測量業務を委託する際，業

務内容，報告書類，契約期間等の事項 

 

 

 

土地測量業務の仕様書については，

高松市契約規則第１８条第２項の規 
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について 相手 方に口 頭で現場 説明し

ているとのことであるが，仕様書を作

成していないので，契約内容を明らか

にするた めに も，高 松市契約 規則第 

１８条第２項の規定に基づき，仕様書

を作成の上，相手方に提示されたい。 

定により，平成２３年度から業務内容

等を記した仕様書を作成の上，業者に

提示するよう改めた。 

 

対 象 部 局  財政局財産活用課財産管理室  

措 置 通 知 日  平成２４年６月１１日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

適 正 な 見 積 業 者 等 一 覧 表 を 作 成 す

べきもの 

 

平 成 １ ６ 年 ３ 月 ２ 日 付 け 高 財 号 外

企画財政部長通知「平成１６年度予算

執行の適正化について（通知）」によ

り，見積徴取を行う際に用いる見積業

者等一覧表は，前年度の実績額や見積

参加業者 を記 載でき るよう様 式が改

定されて いる にもか かわらず ，平成 

１９年度 高松 市公有 財産管理 システ

ム統合業 務委 託の見 積徴取伺 決裁で

は，改定前のものが用いられていたの

で，今後，同種の契約を締結しようと

する場合には，適正な見積業者等一覧

表を作成し，決裁に添付されたい。 

 

 

 

見積徴取伺決裁 に添 付する見積業

者等一覧表については，平成２３年度

分の契約に係る決裁から，前年度の参

加業者等を記載した様式を使用し，決

裁に添付した。 

遅 延 利 息 に 関 す る 条 項 を 契 約 書 に

約定すべきもの 

 

高松市契約規則第３５条では，契約

者が契約 期間 内にそ の義務を 履行し

ないときは，履行期間の延長を認めた

場合を除き，遅延日数に応じた遅延利

息を徴収 する 旨をあ らかじめ 約定し

なければならないと規定しているが，

公有財産 管理 システ ムソフト 保守点

検業務委託の契約書には，遅延利息の

徴収に関 する 条項が 盛り込ま れてい

ないので，今後，同様の契約を締結し

ようとする場合には，同条の規定によ

り適正に事務処理されたい。 

 

 

 

公有財産管理シ ステ ムソフト保守

点検業務委託については，平成２４年

度から，契約書に高松市契約規則第３５

条の規定に基づく遅延利息の徴収に

関する条項を盛り込み，適正な事務処

理を行った。 

 

対 象 部 局  上下水道局お客さまセンター  

措 置 通 知 日  平成２４年６月１３日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  
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業 務 委 託 契 約 の 個 人 情 報 の 取 扱 い

を適正にすべきもの 

 

お 客 さ ま セ ン タ ーの水 道 料 金 等 の

口座振替 収納 に関す る業務委 託契約

には，個人情報を取り扱う事務が含ま

れているにもかかわらず，その契約書

には，秘密保持に関する条項以外に，

受託者が 個人 情報取 扱特記事 項を 遵

守する旨 の条 項が盛 り込まれ ていな

いので，今後，同種の契約を締結しよ

うとする場合には，「個人情報を取り

扱う事務 を実 施機関 以外の者 に委託

する場合の留意事項等」に基づき，個

人情報が適正に取り扱われるよう，契

約条項を改められたい。 

 

 

 

水道料金等の口 座振 替収納に関す

る業務委託契約については，平成２４

年度の同契約において，契約書に個人

情報取扱特記事項を遵守する旨の条

項を盛り込むとともに，個人情報が適

正に取り扱われるよう事務処理を し

た。 

発 注 簿 の 事 務 処 理 を 適 正 に す べ き

もの 

 

発 注 簿 等 財 務 処 理 要 領 第 ６ 項 に 規

定する発注簿（物品購入用）には，発

注日およ び兼 命令処 理日を記 入 しな

ければならないが，平成２３年９月９

日に見積 徴取 を行っ たプリン ター用

ロール紙（集中検針盤用）については，

発注日お よび 兼命令 処理日が 記入 さ

れていないので，今後，同種の発注を

行う場合には，同項の規定により，適

正に事務処理されたい。 

 

 

 

発注簿の事務処理については，平成

２４年度から発注簿等財務処理要領

に基づき，発注日および兼命令処理日

を記入するとともに，適正な事務処理

をした。 

 

対 象 部 局  総務局危機管理課  

措 置 通 知 日  平成２４年６月１５日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

検 収 等 に 係 る 事 務 処 理 を 適 正 に す

べきもの 

 

委 託 契 約 の 履 行 確 認 に 係 る 検 収 調

書や，契約の相手方から提出された着

手届，完了届および完納届の取扱いに

ついては，高松市事務決裁規程第４条

第１項，第５条第１項および別表第１

文書，庶務その他の表第１７項および

第１９項の規定に基づき，専決者まで

の決裁を受けなければならないが，高

松市香川 町防 災行政 無線施設 戸別受

信機に係る完納届については，その受

理に係る決裁を受けていないので，今 

 

 

 

検収等に係る事務処理については，

平成２１年３月１１日付けで高松市

香川町防災行政無線施設 戸別受信機

に係る物品完納届に，専決者である課

長の決裁を受け，適正に処理した。 
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後，同種の文書を取り扱う場合には，

これらの規定に基づき，適正に事務処

理されたい。 

 

 

対 象 部 局  総務局秘書課  

措 置 通 知 日  平成２４年６月２９日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

適 正 な 見 積 業 者 等 一 覧 表 を 作 成 す

べきもの 

 

平 成 １ ６ 年 ３ 月 ２ 日 付 け 高 財 号 外

企画財政部長通知「平成１６年度予算

執行の適正化について（通知）」によ

り，見積徴取を行う際に用いる見積業

者等一覧表は，前年度の実績額や見積

参加業者 を記 載でき るよう様 式が改

定されているにもかかわらず，市長応

接室用安 楽椅 子修繕 に係る見 積業者

等一覧表では，改定前のものが用いら

れているので，今後，同種の契約を締

結しようとする場合には，適正な見積

業者等一覧表を作成し，決裁に添付さ

れたい。 

 

 

 

見積業者等一覧 表の 作成について

は，平成２１年度から，前年度の実績

額や見積参加業者を記載できる様式

を使用し，決裁に添付す るよう改め

た。 

 

対 象 部 局  健康福祉局保健対策課地域医療対策室  

措 置 通 知 日  平成２４年７月２日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

補 助 事 業 に 係 る 事 務 処 理 を 適 正 に

すべきもの 

 

高 松 市 補 助 金 等 交 付 規 則 第 ７ 条 第

１項第３号の規定では，補助事業等が

予定の期限内に完了しないとき，また

はその遂行が困難となったときは，市

長に報告 して その指 示を受け ること

としているが，平成２１年度病院群輪

番制病院 設備 整 備費 補助金に ついて

は，補助事業者から提出された変更交

付申請書 に 記 載され た補助事 業の完

了日を経 過し た後の 日付で完 了届等

の提出を受けているので，今後，補助

事業の期 間を 延長す る場合に おいて

は，その都度変更申請書を提出するよ

う補助金交付申請者を指導し，適正な

事務処理を行われたい。 

 

 

 

補助事業に係る 事務 処理について

は，平成２３年度から補助金交付申請

者に対し，補助事業の期間を延長する

場合においては，その都度変更申請書

を提出するよう指導し，適正な事務処

理をした。 
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対 象 部 局  総務局総務課  

措 置 通 知 日  平成２４年７月３日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

事 務 委 託 契 約 の 個 人 情 報 の 取 扱 い

を適正にすべきもの 

 

包括外部監査委託契約には，個人情

報を取り 扱う 事務が 含まれて いる に

もかかわらず，同契約書には，受託者

が個人情 報取 扱特記 事項を遵 守する

旨の条項が盛り込まれていないので，

今後，契約を締結しようとする場合に

は，「個人情報を取り扱う事務を実施

機関以外 の者 に委託 する場合 の留意

事項等」に基づき，個人情報が適正に

取り扱われるよう，契約条項を改めら

れたい。 

 

 

 

包括外部監査委 託契 約における個

人情報の取扱いに関する契約条項 の

改善については，平成２３年度から契

約書に個人情報取扱特記事項を付記

し，適正な契約締結を行うように改め

た。 

 

対 象 部 局  教育局中央図書館  

措 置 通 知 日  平成２４年７月９日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

遅 延 利 息 に 関 す る 条 項 を 契 約 書 に

約定すべきもの 

 

高松市契約規則第３５条では，契約

者が契約 期間 内にそ の義務を 履行し

ないときは，履行期間の延長を認めた

場合を除き，遅延日数に応じた遅延利

息を徴収 する 旨 をあ らかじめ 約定し

なければならないと規定しているが，

高松市中 央図 書館清 掃業務委 託の契

約書には，遅延利息の徴収に関する条

項が盛り込まれていないので，今後，

同種の契 約を 締結し ようとす る場合

には，同条の規定により適正に事務処

理されたい。 

 

 

 

遅延利息に関する条項については，

平成２４年度から契約書に明記し，委

託業者と契約を締結した。 

 

対 象 部 局  創造都市推進局産業経済部土地改良課  

措 置 通 知 日  平成２４年７月９日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

見 積 徴 取 伺 決 裁 に 係 る 事 務 処 理 を

適正にすべきもの 

 

平 成 ２ ３ 年 ２ 月 ２ ８ 日 付 け 高 契 号

外財務部長・会計管理者通知「執行伺， 

 

 

 

 見積徴取伺決裁に係る事務処理 に

ついては，平成２４年度から，履行保 
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契約事務等の取扱い（平成２３年度予

算執行に 係る 年度前 準備行為 および

執行伺の取扱い，契約制度（財務会計

制度）の見直し等）について（通知）」

では，連帯保証人制度および契約保証

金免除要件の見直しにより，指名競争

入札または随意契約に係る執行伺・指

名通知等 にお ける履 行保証に ついて

の規定例 が示 されて いるが， 池田１

号・４号農道除草業務委託に係る見積

徴取伺決裁では，連帯保証人に関して

従前の記載がされているので，今後，

同種の伺決裁を起案する場合には，履

行保証について適正に記載されたい。 

証について適正に記載することとし

た。 

 

対 象 部 局  市民政策局地域政策課  

措 置 通 知 日  平成２４年７月９日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

適 正 な 見 積 業 者 等 一 覧 表 を 添 付 す

べきもの 

 

平 成 １ ６ 年 ３ 月 ２ 日 付 け 高 財 号 外

企画財政部長通知「平成１６年度予算

執行の適正化について（通知）」によ

り，見積徴取を行う際に用いる見積業

者等一覧表は，前年度の実績額や見積

参加業 者 を記 載する 様式に改 定され

ているにもかかわらず，平成１９年度

国分寺支 所空 調用自 動制御機 器取替

工事に係る見積徴取伺決裁では，改定

前のもの が用 いられ ていたの で，今

後，同種の契約を締結しようとする場

合には，適正な見積業者等一覧表を作

成し，決裁に添付されたい。 

 

 

 

平成２１年度高 松市 国分寺支所西

駐車場倉庫解体工事に係る見積業者

等一覧表について，前年度の実績額や

見積参加業者を記載できる様式を使

用し，決裁に添付するよう改めた。 

検 収 調 書 の 確 認 に 係 る 事 務 処 理 を

適正にすべきもの 

 

委 託 契 約 の 検 収 調 書 の 確 認 に 係 る

決裁の取扱いについては，高松市事務

決裁規程第４条第１項，第５条第１項

および別表第１文書，庶務その他の表

第１９項の規定に基づき，支出負担行

為伺の決 裁者 が部長 以下の決 裁事項

は，主管課長までの決裁を受けなけれ

ばならないが，地域ＳＮＳ構築および

運用業務委託の検収調書は，確認に係 

る決裁を受けていないので，今後，同 

 

 

 

委託契約の検収 調書 の確認に係る

決裁については，平成２３年度から，

専決者である主管課長までの決裁を

受け，適正に処理した。 
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種の検収調書を作成した場合には，こ

れらの規定に基づき，適正に事務処理

されたい。 

 

公文書公開に係る公・非の事前判断

結果を記載すべきもの 

 

文 書 法 制 事 務 の 手 引 の 第 ２ 章 第 ２

節第５項第５号では，起案用紙の記載

方法として，「公開・非公開の区分」

欄に公文書公開に係る公・非の事前判

断結果を 鉛筆 で記入 すること とされ

ているが，地域政策課の各種伺決裁の

起案用紙には，事前判断結果が記入さ

れていないものが見受けられたので，

今後，伺決裁を起案する場合には，適

正に事務処理されたい。 

 

 

 

各種伺決裁の起案用紙の「公開・非

公開の区分」欄に，公文書公開に係る

公・非の事前判断結果を記載すること

については，平成２１年度から適正に

記載した。 

 補助金 の概 算交付 に係る事 務処理

を適正にすべきもの 

 

 盛り場 にお ける水 銀灯維持 管理事

業補助金は，高松市会計規則第７９条

第１項第 ３号 および 第２項な らびに

高松市補 助金 等交付 規則第９ 条第２

項の規定を根拠として，支出の特例の

一つである概算払をしているが，各補

助金交付決定伺決裁には，同交付規則

第９条第 ２項 に規定 する特に 必要が

あると認 める 理由が 記載され ていな

いので，今後，補助金を概算払により

交付する場合は，概算交付する正当な

理由を決裁に明記されたい。 

 

 

 

補助金を概算交 付す る場合につい

ては，平成２３年度から概算交付する

正当な理由を決裁に明記した。 

 補助事 業に 係る事 務 処理を 適正に

すべきもの 

 

 防犯灯 の新 設等に 係る補助 事業に

ついては，高松市防犯灯新設等助成金

交付規程第５条では，防犯灯の新設等

に係る工事完了後，速やかに防犯灯新

設・切替・移設・補修工事完了届を市

長に提出 しな ければ ならない と規定

し，また，高松市補助金等交付規則第

８条では，補助金交付申請者は，補助

事業等が完了したときは，その完了の

日から起 算し て２０ 日以内に 補助事

業等実績 報告 書を市 長に提出 しなけ

ればならないと規定しているが，工事

完了後，速やかに完了届が出されてい

ないもの や２ ０日を 超えて実 績報告

書が提出されているもの，実績報告書 

 

 

 

防犯灯の新設等 に係 る補助事業に

ついては，高松市防犯灯新設等助成金

交付規程および高松市補助金等交付

規則に基づき，平成２２年度から補助

金交付申請者に対し，補助事業完了

後，適切に完了届や実績報告書を提出

するよう指導し，改善させた。 

また，今後，施工期間を延長する事

案が発生する場合は，事前に市長の承

認を受けるとともに，交付申請書につ

いては，適切な時期に提出するよう指

導した。 
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が未提出のものが見受けられたので，

今後，同種の補助事業が完了したとき

は，適切に完了届等を提出するよう，

補助金交付申請者を指導されたい。 

 また，同規程第６条では，工事計画

を変更しようとするときは，あらかじ

め市長に届け出て，その承認を受けな

ければならないと規定しているが，交

付申請書 に記 載され ている施 工期間

を延長しているにもかかわらず，あら

かじめ市 長の 承認を 受けてい ないも

のや，工事完了日に不整合が生じてい

るものが見受けられ，適正な事務処理

が行われていないので，今後，同種の

補助事業において，施工期間を延長す

る場合等については，適正な事務処理 

がなされ るよ う補助 金交付申 請者を

指導されたい。 

 さらに，同種の補助事業において，

補助金交付申請者が，交付決定通知を

受ける前 に工 事を施 工してい るにも

かかわらず，当該工事完了後に交付申

請書の提出を受け，決裁事務処理が行

われているものが見受けられたので，

今後においては，同規程に基づき，適

正に事務処理をされたい。 

 

 歳出予 算の 流用に 係る決裁 を適正

にすべきもの 

 

 高松市 予算 規則第 １５条第 １項で

は，歳出予算の流用を必要とするとき

は，各部長において，歳出予算流用伺

票を作成し，市長の決裁を受けるもの

と規定しているが，主管部局である部

長の決裁 を受 けてい ないもの が見受

けられたので，今後，同項の規定によ

り，適正な決裁者までの決裁を受けら

れたい。 

 

 

 

歳出予算を流用 する 場合について

は，平成２２年度から主管部長の決裁

を受け，適正に処理した。 

 行政財 産使 用許可 台帳等の 作成を

適正にすべきもの 

 

高松市公有財産事務取扱規則第２６

条第４項では，行政財産の目的外使用

許可については，行政財産使用許可台

帳を調整すること，また，同規則第２７

条第３項では，普通財産の貸付けにつ

いては，普通財産貸付台帳を調整する

ことと規定しているが，香川支所にお

いては，これらの台帳が調整されてい

ないもの や普 通財産 貸付台帳 で調整

すべきところ，行政財産使用許可台帳 

 

 

 

行政財産の目的 外使 用許可につい

ては，平成２３年度から行政財産使用

許可台帳を調整した。また，普通財産

の貸付けについては，平成２４年度か

ら普通財産貸付台帳を調整した。 
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を使用し て調 整して いるもの が見受

けられたので，今後は，これらの規定

により適正に事務処理されたい。 

 

 

対 象 部 局  都市整備局都市計画課  

措 置 通 知 日  平成２４年７月１１日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

概 算 払 を 受 け た 旅 費 の 精 算 を 適 正

にすべきもの 

 

高松市会計規則第８０条では，概算

払を受けた者は，用務終了後５日以内

に精算することと規定しているが，概

算払を受 けた 県外へ の出張旅 費につ

いて，期限内にその精算をしていない

ものが見受けられたので，今後，同種

の事務処理をする場合には，同条の規

定により，適正に事務処理されたい。 

 

 

 

概算払を受けた 旅費 の 精算につい

ては，平成２４年度から 適正に行っ

た。 

 

 

対 象 部 局  総務局広聴広報課  

措 置 通 知 日  平成２４年７月１９日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

公文書公開に係る公・非の事前判断

結果を記載すべきもの 

 

文 書 法 制 事 務 の 手 引 の 第 ２ 章 第 ２

節第５項第５号では，起案用紙の記載

方法として「公開・非公開の区分」欄

に公文書公開に係る公・非の事前判断

結果を鉛 筆で 記入す ることと 規定さ

れており，また，高松市文書規程第１５

条第８項では，決裁を終わった文書に

は，起案者が決裁日を記載しなければ

ならないと規定されているが，広聴広

報 課 の 伺 決 裁 の 起 案 用 紙 に は ，「 公

開・非公開の区分」欄に公文書公開に

係る公・非の事前判断結果が記入され

ていないものが見受けられたので，今

後，伺決裁を起案する場合には，適正

な事務処理を行われたい。 

 

 

 

起案用紙の「公開・非公開の区分」

欄に，公文書公開に係る公・非の事前

判断結果が記入されていないことに

ついては，平成２０年８月１５日以降

の事務処理に関して，公・非の事前判

断結果を記入することとした。 

適 正 な 見 積 業 者 等 一 覧 表 を 作 成 す

べきもの 

 

平 成 １ ６ 年 ３ 月 ２ 日 付 け 高 財 号 外

企画財政部長通知「平成１６年度予算

執行の適正化について（通知）」によ 

 

 

 

 見積業者等一覧表の作成について

は，平成２０年度から，前年度の実績

額や見積参加業者を記載 できる様式 
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り，見積徴取を行う際に用いる見積業

者等一覧表は，前年度の実績額や見積

参加業者 を記 載でき るよう様 式が改

定されているにもかかわらず，平成１９

年度有線 放送 による 市政広報 の実施

に伴う見積徴取伺決裁では，改定前の

ものが用いられているので，今後，同

種の契約 を締 結しよ うとする 場合に

は，適正 な見 積業者 等一覧表 を作成

し，決裁に添付されたい。 

を使用し，決裁に添付している。 

適正な請書を作成すべきもの 

 

塩 江 ケ ー ブ ル ネ ッ ト ワ ー ク 伝 送 路

支 障 立 竹 木 等 伐 採 業 務 お よ び 平 成 

１９年度電子計算機パンチ事務（広報

アンケート）委託業務の請書は，物品

供給（製造）に係る納入場所，納期，

供給物品の内訳，供給物品の検査およ

び物品の 保証 期間に 関する条 項が盛

り込まれているなど，業務委託契約の

請書として，適当ではないので，今後，

同種の業 務委 託契約 を締結し ようと

する場合には，請書に業務委託契約の

内容に合 致す る条項 を盛り込 まれた

い。 

 

 

業務委託契約に 係る 請書の作成に

ついては，平成２０年度から，契約内

容に合致する条項を盛り込むことと

した。 

遅 延 利 息 に 関 す る 条 項 を 契 約 書 に

約定すべきもの 

 

高松市契約規則第３５条では，契約

者が契約 期間 内にそ の義務を 履行し

ないときは，履行期間の延長を認めた

場合を除き，遅延日数に応じた遅延利

息を徴収 する 旨 をあ らかじめ 約定し

なければならないと規定しているが，

広報たか まつ 運送業 務委託の 契約書

には，遅延利息の徴収に関する条項が

盛り込まれていないので，今後，同種

の契約を締結しようとする場合には，

同条の規 定に より適 正に事務 処理さ

れたい。 

 

 

 

平成２４年度広 報た かまつ運送業

務委託契約から，遅延利息に関する条

項を記載することとした。 

歳 出 予 算 の 執 行 伺 に 係 る 決 裁 を 適

正にすべきもの 

 

支出予定金額が１，０００万円を超

える役務費（通信運搬費）の執行伺決

裁の事務処理については，高松市事務

決裁規程第４条第１項，第５条第１項

および別 表第 １執行 伺の表第 １２項

の規定により，市長までの決裁を受け 

 

 

 

広報たかまつ運 送業 務に係る執行

伺決裁については，平成２４年度契約

分から，適正な決裁者までの決裁を受

けた。 
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なければならないが，広報たかまつ運

送業務に係る執行伺決裁は，副市長決

裁により事務処理されているので，今

後は，これらの規定により，適正な決

裁者までの決裁を受けられたい。 

 

業 務 委 託 契 約 の 遅 延 利 息 を 適 正 な

利率で約定すべきもの 

 

高 松 市 契 約 規 則 第 ３ ５ 条 に 規 定 す

る契約の 履行 遅延に 対する遅 延利息

の率は，平成２１年４月１ 日から，年

年３．７パーセントから年３．６パー

セントに 変更 されて いるにも かかわ

らず，平 成２ １年度 中国語版 ホーム 

ページ作 成業 務委託 契約書の 条項の

うち，履行遅延に係る条項の遅延利息

の率は，変更前のもので約定されてい

るので，今後，同種の契約を締結しよ

うとする 場合 には， 同条の規 定によ

り，適正な率で約定されたい。 

 

 

 

業務委託契約の 遅延 利息について

は，平成２４年度から契約時に適用さ

れる適正な率で約定した。 

 

対 象 部 局  市民政策局市民課  

措 置 通 知 日  平成２４年７月２４日  

【改善を要する事項】 【措置された内容】  

遅 延 利 息 に 関 す る 条 項 を 契 約 書 に

約定すべきもの 

 

高松市契約規則第３５条では，契約

者が契約 期間 内にそ の義務を 履行し

ないときは，履行期間の延長を認めた

場合を除き，遅延日数に応じた遅延利

息を徴収 する 旨をあ らかじめ 約定し

なければならないと規定しているが，

書類搬送 設備 保守管 理委託の 契約書

には，遅延利息の徴収に関する条項が

盛り込まれていないので，今後，同種

の契約を締結しようとする場合には，

同条の規 定に より適 正に事務 処理さ

れたい。 

 

 

 

書類搬送設備の保守点検業務委託

契約書については，平成２３年度から

遅延利息の徴収に関する条項を記載

することとした。 

 

第２   定期監査で付した監査委員の意見に対する措置内容等 

対 象 部 局  出納室  

措 置 通 知 日  平成２４年３月２９日  

【意見を付された事項】 【措置された内容】  
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高松市公金管理運用委員会の開催

について  

 

公金の 安全か つ確 実 な管理 運用方

法の検討等のため，高松市公金管理運

用委員会設置要綱に基づき，同委員会

が設置されているが，平成１９年度以

降，同委員会は開催されておらず，年

度末に翌年度の運用案等についての

決裁による持ち回り会議が慣例化し

ている。   

公金を 安全か つ効 率 的に運 用する

ためには，金融情勢や金融機関・商品

に関する専門的な知識の習得や情報

交換，運用計画だけでなく運用実績に

対する多角的な検証の場が必要であ

ることから，同委員会 の 開 催 に つ い

て検討されたい。  

 

 

 

高松市公金管理運用委員会につい

ては，それまでの持ち回り会議を改

め，平成２２年度から開催している。 

 

対 象 部 局  教育局生涯学習課生涯学習センター  

措 置 通 知 日  平成２４年４月１８日  

【意見を付された事項】 【措置された内容】  

施設の 保守点 検業 務 に係る 事務処

理について  

 

生涯学 習課生 涯学 習 センタ ーのエ

レベーター設備に係る保守点検業務

委託においては，建築基準法に基づく

年１回の定期検査は受託者により保

守点検と併せて実施されているもの

の，仕様書の中に定期検査を実施する

ことを明記していないので，今後にお

いては，設備の安全性確保の観点か

ら，仕様書に明記し，確実な実施と履

行確認を行われたい。  

 

 

 

生 涯学 習セ ンタ ーエレ ベー ター 設

備保守点検業務については ,平成２４

年度から，建築基準法に基づく年１回

の定期検査の実施について，仕様書に

明記し，履行確認を行うこととした。 

 

対 象 部 課 等  財政局税務部納税課  

措 置 通 知 日  平成２４年４月２３日  

【意見を付された事項】 【措置された内容】  

契約依 頼 等に 係る 事 務処理 につい

て  

 

市民税 課およ び資 産 税課の 契約依

頼等に係る事務処理については，納税

課で行っているが，課や係ごとに予算 

 

 

 

市民税課および資産税課の契約依

頼等に係る事務処理については，平成

２３年度から，依頼日や依頼内容が同 
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科目の事項が異なっていることや，税

目の違いなどにより，依頼日や依頼内

容が同様のものについても，分割して

契約依頼等を行う事務処理になって

いることから，契約内容や納期限を見

直し，計画的に取りまとめた上で発注

するなど，より一層の事務の効率化を

図られたい。  

様なものについては，できる限り一括

発注を行うなど,適正で効率的な契約

事務を行い，限られた経費の中で，よ

り一層 の事務 処理 の 効率化 を図るよ

うにした。 

 

対 象 部 局  都市整備局河港課  

措 置 通 知 日  平成２４年４月２５日  

【意見を付された事項】 【措置された内容】  

業務委 託契約 にお け る条項 の見直

しについて 

 

高松漁 港清掃 業務 委 託契約 書第８

条では，受託者に，毎月１５日までに

翌月の業務予定表の提出を求める条

項を定めているが，その提出を受けて

いないので，今後は，本条項の必要性

を検証し，実情と合致するよう契約書

の条項を見直すことも検討されたい。 

 

 

 

高松漁港清掃業務委託契約におけ

る条項の見直しについては，平成２４

年度から実情と合致する 内容に改め

た。 

 

対 象 部 課 等  消防局総務課  

措 置 通 知 日  平成２４年５月２９日  

【意見を付された事項】 【措置された内容】  

補助金の実績確認について 

 

 高松市幼尐年婦人防火委員会運営

事業補助金に係る実績報告書では，同

委員会から高松市婦人防火クラブ連

絡協議会と高松市幼年・尐年消防クラ

ブ連絡協議会へ補助金を交付してい

るが，同委員会からの収支決算書や事

業報告書だけでは，各連絡協議会の活

動内容を把握できず，補助金交付の効

果や必要性を検証する資料として不

十分であると見受けられることから，

今後においては，各連絡協議会に対し

ても実績報告書を提出させるなど，事

業内容を確認し，補助金の透明性・適

正性の確保を図られたい。 

 

 

補助金の実績確認については，平成

２３年度から補助金等交付申請者に

対し，実績が確認できる資料を添付さ

せるとともに，事業内容を確認した。 

補助金 等交付 申請 書 および 実績報

告書に係る添付書類について 
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高松市 補助金 等交 付 規則第 ３条で

は，補助金交付申請者は，交付申請書

に事業計画書を添えて市長に提出し，

同規則第４条では，交付申請書の提出

を受けた市長は，その内容を審査し，

補助金等の交付の適否を決定するこ

とと規定しているが，平成２３年消防

出初式の補助金等交付申請書に添付

されている事業計画書では，事業内容

が明らかとされておらず，また，同補

助事業等実績報告書では，事業内容の

確認ができる資料が添付されていな

いので，今後は，補助金等交付申請書

に添付される事業計画書については，

事業内容を明確にするとともに，補助

事業等実績報告書については ,事業内

容の確認ができる資料を添付するよ

う補助金交付申請者を指導し ,補助金

支出の透明性や説明責任の確保に努

められたい。 

平成２４年消防出初式の補助事業等

交付申請に係る事務処理については，

補助金等交付申請者に対し，事業内容

が明確 に分か る事 業 計画 書 を提出さ

せるとともに，実績が確認できる資料

を提出させた。 

業務委 託に係 る支 出 事務手 続 につ

いて 

 

平成２ ２年度 消防 局 各庁舎 におけ

る衛生的環境管理業務および各署，分

署の害虫防除業務委託契約では，契約

金額を６回に分けて支払しているが，

その支払方法については，契約書や仕

様書の中では明確にされていないこ

とから，今後，契約書や仕様書の中で，

支払方法，支払回数，支払時期等を具

体的に明記しておくなど，適切な事務

処理に努められたい。 

 

 

 

業 務 委 託 契 約 の 支 払 方 法 に つ い て

は,平成２４年度から契約書の中で支

払方法，支払回数および支払時期を具

体的に明記した。 

 

対 象 部 課 等  財政局財産活用課財産管理室  

措 置 通 知 日  平成２４年６月１１日  

【意見を付された事項】 【措置された内容】  

普通財 産の土 地と 隣 地との 境界の

明確化について 

 

普通財産のうち，隣地との境界を示

す境界標を設置していないものがあ

るので，適正に対応されたい。 

 

 

 

普通財産の土地と隣地との境界に

ついては，平成２２年度から，順次，

計画的に設置することとした。 

 

売払い に要す る経 費 の取扱 いにつ

いて 
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普通財産を売払うに当たり，当該普

通財産の予定価格を設定するために

支出した不動産鑑定評価手数料が，売

払金額を上回っている事例がある。今

後，同様に売払いに要する経費が売払

金額を上回るときは，売払いに要する

経費を売払金額に含めることを条件

とするなど費用対効果を考慮した上

で，適切に処理されたい。 

普通財産の売払いについては，平成２３

年度から，狭小地など小面積の物件に

ついて，相続税路線価を参考にするな

ど，市独自で価格を設定して売却する

よう改めた。 

業務委託契約の締結について 

 

普通財 産に係 る除 草 業務に ついて

は，履行場所を数か所まとめて契約す

るなど事務の効率化は図られている

が，管理財産の状況を適切に把握する

ことにより，履行箇所の特定が可能と

なることから，今後，同様の契約を締

結しようとするときは，単価契約の導

入により業務委託契約を一本化する

など，より効率的な事務処理を検討さ

れたい。 

 

 

普通財産に係る除草業務について

は,平成２３年度から，単価契約によ

る業務委託契約を締結した。 

 

対 象 部 課 等  市民政策局地域政策課交通安全対策室  

措 置 通 知 日  平成２４年７月９日  

【意見を付された事項】 【措置された内容】  

補助金 等交付 申請 書 に添付 された

収支予算書の記載について 

 

補助金等の交付決定を行う際，その

妥当性を判断する上で，事業計画書と

収支予算書は一対のものであり，収支

予算書は事業計画の実行性を担保し，

補助金額を決定する根拠となるもの

である。また，平成２１年度予算の執

行方針では，事前に補助金交付申請者

に対し，より明確な区分と積算等内訳

の記載について指導することとし て

いるが，平成２１年度高松市交通安全

都市推進協議会の補助金交付申請書

に添付されている収支予算書では，各

項目に所要額は記載されているもの

の，摘要欄には記載がなく，金額の算

出根拠が明らかになっていないもの

が見受けられた。 

現下の厳しい財政状況のもと，補助

金等の交付については一層の透明性，

説明責任が求められていることから， 

 

 

 

補助金等交付申請書に添付される

収支予算書については，平成２４年度

から補助金交付申請者に対し，予算積

算根拠資料の提出を求め，金額の算出

根拠を明確にした。 
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補助金等交付申請書に添付される収

支予算書については，摘要欄への算出

根拠の記載や積算資料の添付など，補

助対象事業費の積算内容を明らかに

するよう補助金交付申請者を指導さ

れたい。 

 

 

対 象 部 課 等  市民政策局地域政策課  

措 置 通 知 日  平成２４年７月９日  

【意見を付された事項】 【措置された内容】  

補助金 等交付 申請 書 に添付 された

収支予算書の記載について 

 

平成２１年度予算の執行方針では，

補助金等交付申請書に添付する収支

予算書について，より明確な区分と積

算等内訳の記載について補助金交付

申請者を指導することとしているが，

防犯活動事業補助金交付申請書に添

付されている収支予算書には ,各項目

に所要額は計上されているものの，摘

要欄に記載がなく，金額の算出根拠が

明らかとなっていないものが見受け

られたので，今後，同種の補助金を交

付するに当たり，申請書に添付される

収支予算書の積算根拠が明らかとなっ

ていない場合は，補助金交付申請者に

対して補正を求めるなどの指導を徹

底し，補助金支出の透明性や説明責任

の確保に努められたい。 

 

 

 

補助金等交付申請書に添付される

収支予算書については，平成２３年度

から補助金交付申請者に，摘要欄に金

額の算出根拠を記載するよう指導し，

改善させた。 

補助金 の概算 交付 に おける 分割交

付回数の適正化について 

 

平成２１年度予算の執行方針では ,

補助金を概算交付する場合は，原則と

して，補助金額が１００万円までは１

回，２００万円までは２回，３００万

円までは３回，３００万円を超える場

合は４回以上にそれぞれ分割交付す

ることとしているが，高松市コミュニ

ティ協議会連合会事業補助金および

水銀灯維持管理事業補助金について

は，執行方針で定める回数を下回る分

割交付により補助金を概算交付して

いるので，執行方針に基づき，適正な

回数の分割交付とされたい。 

 

 

 

高松市コミュニティ協議会連合会

事業補助金の概算交付における分割

交付回数については,平成２２年度か

ら適正な分割交付回数に改めた。 

また，水銀灯維持管理事業補助金に

ついては，平成２３年度から決裁に一

括払を行う理由を明記した。 
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対 象 部 課 等  都市整備局都市計画課  

措 置 通 知 日  平成２４年７月１１日  

【意見を付された事項】 【措置された内容】  

 業務委託契約に係る事務処理につ

いて 

 

 番町地下道監視設備 関係保守点検

業務委託契約に係る点検報告書は，契

約書において，受託者に業務を実施し

た翌月５日までに提出することを求

める条項を定めているが，当該期日を

超過して提出されているもの が見受

けられたので，今後においては，期限

内に提出するよう受託者を指導する

とともに，実情と合致するよう契約書

の条項を見直すなど，適切な事務処理

に努められたい。 

 

 

 

番町地下道監視設備関係保守点検

業務委託契約に係る点検報告につい

ては，平成２３年度から，業務実施後，

受託者に，点検報告書を期限内に提出

させた。 

 

対 象 部 課 等  市民政策局市民課  

措 置 通 知 日  平成２４年７月２４日  

【意見を付された事項】 【措置された内容】  

 業務委託に係る契約事務について 

 

 模写電送機器保守点検業務委託契

約については，本庁ほか２６か所と塩

江支所ほか７か所に分けて契約を締

結しているが，履行場所および機種が

異なるものの，契約業者，契約期間お

よび業務内容が極めて共通性の高い

ものであることから，今後において

は，より効率的な事務処理を行うため

にも，これらの業務を一本化して契約

することを検討されたい。 

 

 

 

本庁ほか２６か所および 塩江支所

ほか７か所の模写電送機器保守点検

業務委託については，平成２４年度か

ら業務を一本化して契約した。 

 

第３   定期監査で付した監査委員の総括的意見に対する措置内容等 

対 象 部 課 等  総務局人事課  

措 置 通 知 日  平成２４年７月１９日  

【意見を付された事項】 【措置された内容】  

 適正な事務処理体制の確保につい

て  

 

 

 

職員の 服務に 関す る 事務を 所掌す 

 

休日勤務・時間外勤務命令簿の事務 
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る課においては，休日勤務・時間外勤

務および月例報告書等作成マニュア

ルが適正に運用されていな い実態を

踏まえて，指導の徹底を図るととも

に，適正な運用がなされるようなマニ

ュアルの改善についても検討された

い。 

処理については，平成２１年度から庶

務管理システムを導入し，時間外勤務

手当の支給割合および時間数の算定

をはじめとする事務を システム上で

処理することにより，適正な事務処理

体制を確保するようにしたところで

ある。また，当該システムを利用する

ことが困難な一部の所属についても，

休日勤務・時間外勤務および月例報告

書等作成マニュアルの適正な運用が

なされるよう，グループウェア上でマ

ニュアルを常時閲覧できるようにし，

また，マニュアルを改訂した場合など

にはその都度職員に周知するなどし

ており，今後も指導の徹底に努めてい

くこととした。 

 


